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Summary 

⚫ グローバル化やデジタル化の進展により、競争優位の源泉は有形資産から無形領域へと移行している。こうした流れを

背景に、内閣総理大臣を本部長とする知的財産戦略本部が策定した「知的財産推進計画2025」では、知財・無形

資産への投資を通じた価値創造が、知財戦略の重点施策として位置付けられている。 

⚫ 無形資産の価値は、共創・文化継承・可視化といったプロセスを通じて、社会とともに育っていく。 

⚫ 無形資産時代における企業の役割は、価値形成が持続的に生まれる環境を整えることである。知財の外部化やデジ

タル技術の活用は、無形資産を社会に開き、価値創造を加速させる手段であり、その関与のあり方が今後の競争力を

左右する。 

1. はじめに 

イノベーションとは、新しい技術を生み出すことにとどまらず、社会や産業の課題に対して新しい価値を生み出す変化その
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ものを指す。かつて企業の競争力は、設備投資や生産能力、資源の確保といった有形の資産に大きく依存していた。しかし、

グローバル化やデジタル化の進展、環境負荷への意識の高まり、さらには製品や技術の急速な模倣が常態化する中で、こう

した有形資産を中心とした価値創造モデルは限界を迎えつつある。 

そこで重要性を増しているのが、人・文化・自然・知識といった無形（インタンジブル）領域である。世界知的所有権機

関（World Intellectual Property Organization, WIPO1）の調査2では、無形資産への投資は2008年から2024年に

かけて、有形資産への投資の3倍以上のペースで拡大していると報告されている。無形資産は競争優位やイノベーションの源

泉となり得る一方で、企業会計や従来のKPIでは捉えにくく、その「見えにくさ」自体が経営上の課題ともなっている。 

無形資産への投資が拡大する背景には、市場価値の重心が製品そのものから、ブランド、体験、関係性へと移行してき

たことがある。SNSの普及により、消費者は単なる情報や製品の受け手ではなく、発信、評価、拡散を通じて価値生成に関

与する主体となった。さらに生成AIの普及は、個人の創造力や影響力を一段と拡張し、消費者が「生産者」として市場に

関与する構造を加速させている。 

こうした変化を前提とすると、現代の価値創造を理解するカギは、無形領域がどのように作用し、どのような形でビジネス

価値へと変換されていくのかを見極めることにある。本レポートでは、無形資産が形成するインタンジブルエコノミーの主要な側

面を、文化、自然資源、共創、知識の外部化という4つのテーマから検討する。 

2. 共創資産の価値とマネジメント（松浦） 

2-1. 社会に広く認知された「推し活」 

「推し活」とは、アイドルや俳優、アニメ・ゲームの登場人物、キャラクター、建造物や動物など自分のご贔屓（推し）をさま

ざまな形で応援する活動全般を指す。2021年の新語・流行語大賞にノミネートされるなど、この言葉は社会に広く浸透し、

消費活性化のカギとしても注目を集めている。 

「推し」を応援する文化自体は1980年代ごろから存在していたが、当時はライブやイベントといった現場、あるいは限られた

身内コミュニティーの中で完結する、比較的個人的な体験であった。「推し活」が流行語として定着するまでに進化した背景

には、SNSの普及がある。SNS上でファン同士が緩やかにつながる文化が生まれたことで、推し活は他者と感情や体験を共

有し、可視化し、拡散する行為へと拡張された。 

その結果、ファンは単なる消費者にとどまらず、写真や動画の投稿・拡散、キャラクターや設定をもとに独自の作品を制作

する二次創作、さらには作品世界に対する考察といった情報発信を通じて、推しの価値を社会に提示する役割を担うように

なった。このように現代の推し活は、「消費」から「参加」へ、「応援」から「価値創造」へと転換を遂げている。 

2-2. ファンダム経済と共創資産 

こうしたファンコミュニティーを基盤として成立する経済圏を「ファンダム経済」と呼ぶ。ここでは、大阪・関西万博の公式キャラ

クター「ミャクミャク」（図表1）の事例を通じて、その成立過程を検討する。 

 
1 知的財産分野を所管する国連の専門機関であり、各国制度の調和や統計・政策分析を行う。 
2 WIPO, Measuring Investment in Intangible Assets、2025年。有形資産および無形資産への投資動向について、国別データに基づく比

較分析を行った調査報告書。 

https://www.wipo.int/en/web/intangible-assets/measuring-investments
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ミャクミャクは、公式ロゴマークをモチーフとしたキャラクターで、2022年3月にデザインが決定された。発表当初は「怖い」「不

気味」といった否定的な反応も少なくなかったが、同年7月に愛称が「ミャクミャク」と決定されると、SNS上では「ミャクミャク

様」という呼称が拡散し、多数の二次創作やファンアートが投稿されるようになった。その後、露出の増加とともに評価は変

化し、「かわいい」「人気がある」といった肯定的な受け止め方が広がっていった。 

万博開幕後には、「ミャクミャク ぬいぐるみくじ」に大行列ができるなど、実際の消費行動としても熱量の高まりが確認さ

れている。くじに並んだ経験や当選結果といった個々の体験がSNSで共有・拡散されることで話題性と参加意識がさらに高

まり、それを目にした新たな関心層の行動を促す循環が生まれた。このように、体験の共有が次の参加と消費を呼び込み、

その過程自体が価値を増幅させていく構造は、ファンダム経済の特徴を端的に示している。 

この事例が示すように、ファンダムはもはや周縁的な趣味集団ではなく、文化と経済を動かす主体として機能し得る存在

である。そして、その活動の積み重ねによって形成される価値は、持続的な「共創資産」として捉えることができる。 

 

 
出所：大阪市：報道発表資料（2025 年 12 月 26 日最終アクセス） 

(https://www.city.osaka.lg.jp/hodoshiryo/banpakusuishin/0000662900.html) 

 

 2-3. 共創資産とマネジメント 

前節で述べたとおり、現代における価値創造の一部は、企業や行政といった運営側の外部、とりわけファンダムの活動に

よって生み出されている。従来、企業が重視してきた無形資産――ブランド、キャラクター、コンテンツ、デザインなど――は、

企業自らが定義し、管理し、その価値を一貫してコントロールすることを前提としてきた。メッセージや世界観は事前に設計さ

https://www.city.osaka.lg.jp/hodoshiryo/banpakusuishin/0000662900.html
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れ、そこからの逸脱は是正されるべきものと考えられてきたのである。この枠組みは、完成度の高い価値を安定的に供給する

上では有効であった。 

しかし、共創資産はこの前提に必ずしも当てはまらない。共創資産の価値は、企業が用意したメッセージや世界観のみに

よって成立するものではなく、ファンダムによる参加、共有、拡散といった行為の積み重ねによって形成される。その価値生成

プロセスは企業の管理領域を超えており、共創資産は企業が「所有」するというよりも、企業と社会のあいだに「存在」すると

表現した方が実態に近い。 

もっとも、共創資産は企業の活動と無関係に自律的に成長するものではない。対象となるコンテンツや場、参加のきっか

けは、依然として企業の取り組みによって提供されている。共創が健全に継続するかどうかは、企業がファンダムとどのような

距離感で関わるかに大きく左右される。過度な介入は価値創造の動機を損ない、反対に放置すれば混乱や摩擦を招くお

それがある3。 

このように考えると、共創資産における企業のマネジメントとは、従来の無形資産のように価値を直接管理・統制すること

ではない。むしろ、ファンダムによる参加や多様な解釈が自然に生まれ、それが次の価値創造へとつながっていくための環境を

整えることにある。つまり、共創の方向性を一方的に決めることではなく、共創が起こり続ける状態を維持し、支えるための関

与のあり方を指す。 

この点は、ミャクミャクの事例にも表れている。大阪・関西万博の運営主体である日本国際博覧会協会は、ミャクミャクに

関する二次創作を一定の条件のもとで認め、歓迎している。協会が策定したガイドラインでは、個人的に楽しむ目的でミャク

ミャクに類似したデザインの作品を作成することや、それをSNS等で共有することは許容される一方、営利目的での利用や、

ミャクミャクおよび万博のイメージを損なう表現は禁じられている。 

法的に見れば、二次創作は著作権侵害に該当し得る行為であり、原則としては違法である。しかし、二次創作を共創

資産の一部として捉えた場合、その行為はファンによる自発的な価値創造であり、結果として認知の拡大やプロモーション機

能を果たす側面を持つ。企業が共創資産に注目すべき理由は、そこに従来の指標では捉えにくいが、戦略的に向き合うべ

き価値が存在している点にある。 

2-4. 共創資産をどう評価するか 

共創資産は、従来の無形資産と同様に企業価値の源泉となり得る一方で、その性質上、従来型の評価軸では捉えに

くい側面を持つ。売上高や認知率、フォロワー数といった指標は、共創資産が生み出した成果の一部を示すにすぎず、その

価値の全体像を直接的に表すものではない。その理由は、共創資産の価値が特定の時点で確定されるものではなく、時間

の経過とともに形成・更新されていく点にある。したがって、評価においては、短期的・断面的な成果ではなく、価値がどのよ

うに「育っているか」というプロセスに目を向ける必要がある。 

この前提に立つと、共創資産の成熟度合いは、いくつかの観点から読み取ることができる。第一に、ファンダムによる関与

が一過性の反応にとどまらず、継続的な参加として積み重なっているかという点。第二に、共創の内容が固定化せず、多様

な解釈や表現が生まれているかという点。第三に、企業の関与のあり方が、ファンダムの自発的な活動を阻害していないかと

 
3 無関係な第三者による商標権取得を契機として混乱が生じた事例として、「ゆっくり茶番劇」をめぐる商標登録問題が挙げられる。本件の経

緯と制度的背景については、「技術進歩と社会変化が知的財産権にもたらす影響」（2024年）参照。 

https://www.mitsui.com/mgssi/ja/report/detail/__icsFiles/afieldfile/2024/04/16/2404_matsuura.pdf
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いう点である。これらはいずれも定量化が難しい要素ではあるが、共創資産が社会との関係性のなかで厚みを増しているか

どうかを示す重要な兆候である。 

以上を踏まえると、共創資産の評価とは、成果を一義的に確定させる行為ではなく、今後どのような関与や判断が望ま

しいかを見極めるための観察と理解のプロセスであるといえる。共創資産の価値は、短期的な成果や明確な数値によって測

り切れるものではない。それがどのように育ち、変化していくのかを継続的に捉え、その変化に応じて関与の仕方を調整してい

く姿勢こそが、共創資産を企業活動の中で持続的に生かしていくために求められる評価のあり方である。 

2-5. 共創資産と向き合う企業戦略 

共創資産は、ファンダムによる自発的な参加や創作によって価値が形成される一方で、企業や権利者の関与なしに安定

的に維持されるものではない。その象徴的な例が二次創作である。前述のとおり、二次創作は法的には著作権侵害に該

当し得る行為であるが、共創資産の文脈においては認知の拡大やプロモーション機能を通じて価値創造に寄与する側面を

もつ。この二面性を前提に向き合うことが、企業に求められる姿勢である。 

過度な統制はファンダムの反発を招く一方で、放置しすぎれば第三者による囲い込みや混乱を招くおそれがある。共創資

産のマネジメントとは、利用を促進することでも排除することでもなく、安心して共創を継続できる環境を整えることである4。 

企業が共創資産の価値を享受するとは、短期的な成果を回収することではない。共創が社会の中で育ち、更新され続

ける過程を観察し、その循環を損なわない関与を行うことが、無形資産としての共創資産と向き合う基本的な考え方であ

る。 

3. 無形文化遺産の「無形資産」としての価値とその活用について（浅田） 

3-1. 日本における文化遺産制度と地域振興活用への課題 

第2章においては共創資産という新しい価値と、それに向き合う企業のあり方について述べた。一方で、共創というプロセ

スではなく、既に確立された価値観をさらに深堀りし、探求し、デジタル化することによって各コンテンツを定量化し、企業がそ

れを活かす方法がある。その一つとして、「無形文化遺産」を無形資産として評価し、活用する動きについて解説する。 

UNESCOの無形文化遺産制度は、人類の文化的多様性を保護するために設けられたものであり、芸能、祭礼、手工芸

など、形を持たず地域社会に受け継がれる「生きた文化」を対象とする。世界遺産制度5と異なり、無形文化遺産はその文

化と関係を持つコミュニティーが主体で、文化の保護を目的とする点に特徴がある。日本でも両制度で複数の遺産が登録さ

れている（図表2）。加えて日本では、日本の文化財や伝統文化を通じた地域の活性化を目的とし、有形・無形の文化財

を伝承や風習を踏まえたストーリーの下で体系化する日本遺産制度を導入している（図表3）。 

 
4 日本国際博覧会協会は、インターネット上で自然発生的に「こみゃく」と呼ばれ、二次創作を通じて育まれてきた大阪・関西万博のIDエレメン

トについて、悪意ある第三者から「こみゃく」文化を守り、「参加と共創の文化」を将来にわたり維持することを目的として、2025年12月に商標登

録出願を行った。（参考：こみゃくを愛してくれている皆さまへ〜「こみゃく」の商標について〜｜引地 耕太 / Hikichi Kouta） 
5 世界遺産は、顕著な普遍的価値（Outstanding Universal Value）を基準として、ICOMOSもしくはIUCNといった機関の調査を経たのち

に世界遺産委員会で承認されたものがUNESCOの管理する世界遺産リストに登録される。 

https://note.com/hikichikouta/n/n50d856c6814a?sub_rt=share_pb
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注：無形文化遺産において追加登録されたものについては、最後に登録された年度のみを記載 

出所：各種資料から三井物産戦略研究所作成 

 

図表2：登録された無形文化遺産および世界遺産一覧

登録年 遺産名 種別 所在地

1993 法隆寺地域の仏教建造物 文化 奈良県

1993 姫路城 文化 兵庫県

1993 屋久島 自然 鹿児島県

1993 白神山地 自然 青森県、秋田県

1994 古都京都の文化財 文化 京都府、滋賀県

1995 白川郷・五箇山の合掌造り集落 文化 岐阜県、富山県

1996 原爆ドーム（広島平和記念碑） 文化 広島県

1996 厳島神社 文化 広島県

1998 古都奈良の文化財 文化 奈良県

1999 日光の社寺 文化 栃木県

2000 琉球王国のグスク及び関連遺産群 文化 沖縄県

2004 紀伊山地の霊場と参詣道 文化 和歌山県、

奈良県、三重県

2005 知床 自然 北海道

2007 石見銀山遺跡とその文化的景観 文化 島根県

2011 平泉－仏国土（浄土）を表す建築・

庭園及び考古学的遺跡群－

文化 岩手県

2011 小笠原諸島 自然 東京都

2013 富士山ー信仰の対象と芸術の源泉 文化 山梨県、

静岡県

2014 富岡製糸場と絹産業遺産群 文化 群馬県

2015 明治日本の産業革命遺産 文化 8県

2016 ル・コルビュジエの建築作品 文化 東京都

2017 「神宿る島」宗像・沖ノ島と関連遺産群 文化 福岡県

2018 長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連

遺産

文化 長崎県、

熊本県

2019 百舌鳥・古市古墳群 文化 大阪府

2021 北海道・北東北の縄文遺跡群 文化 北海道、青森県、

岩手県、秋田県

2021 奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び

西表島

自然 鹿児島県、

沖縄県

2024 佐渡島の金山 文化 新潟県

世界遺産

注：無形文化遺産において追加登録されたものについては、最終的に登録された年度のみを記載。

出所：各種資料より三井物産戦略研究所作成

登録年 名称

2008 能楽

2008 人形浄瑠璃文楽

2008 歌舞伎

2009 雅楽

2009 小千谷縮・越後上布

2009 奥能登のあえのこと

2009 早池峰神楽

2009 秋保の田植踊

2009 大日堂舞楽

2009 題目立

2009 アイヌ古式舞踊

2010 組踊

2010 結城紬

2011 壬生の花田植

2011 佐陀神能

2012 那智の田楽

2013 和食：日本人の伝統的な食文化

2018 来訪神：仮面・仮装の神々

2022 風流踊

2024 伝統的酒造り

2025 和紙：日本の手漉和紙技術

2025 山・鉾・屋台行事

2025 伝統建築工匠の技：木造建造物を受

け継ぐための伝統技術

無形文化遺産
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出所：各種資料から三井物産戦略研究所作成   

無形文化遺産の中核には、グローバル化や社会変容の中で衰退の危機にある土着的・地域的文化を支え保護するとい

う理念がある。したがって本来、これらはビジネスのための資産ではなく、収益化を目的とした取り扱いとは距離を置くべきも

のである。また、過度な商業化により観光客が増加するオーバーツーリズムといった課題も発生している。しかし、現実的には

文化を継承・維持する担い手となる人と、その活動を支える資金が不可欠であり、経済活動と完全に切り離してしまうと文

化の持続を困難にする可能性がある。特に近年では、担い手不足が深刻化する状況であり、安定した経済基盤を確保す

る必要性が増している。したがって、これら無形文化遺産や日本遺産を活用すべき資産と捉え、その価値を可視化しながら

活用していく視点が必要となる。また、一部の世界遺産ではブームが一過性で終わり、登録から数年後に集客力が低下す

る事例が報告されている6。無形文化遺産や日本遺産が、文化継承の基盤となり、継続的な地域振興を進めていくために

は、登録後も集客力を維持する仕組みが求められる。 

本稿では、無形文化遺産や日本遺産を無形資産と位置付け、その経済的効果を整理し、継続的な経済効果を生み

出す方法として、NFT（非代替性トークン）やVR（仮想現実）やAR（拡張現実）などのデジタル技術の活用可能性につ

いて検討を行う。 

3-2. 無形文化遺産とその経済的効果 

無形文化遺産として登録されることで経済的効果を生み出すことに成功することもあるが、想定通りに集客ができなかった事

例も存在しており、適切な活用が必要となる。 

成功した代表例としては、2013年に登録された日本の「和食」があげられる。「出汁文化」と「四季の表現」といった日本固有

の文化として国際的評価を得たことで、登録前後で農林水産物の輸出額が拡大し、海外における和食の店舗数増加に寄与

したとされる（図表4）。輸出の拡大には円安や農林水産省の日本製食材の輸出増加の活動の影響などの複数の要因が

重なっていると考えられるが、和食の店舗数増加については本登録による認知度向上が一定の役割を果たした可能性がある。 

一方で、登録で認知度が向上することで、和食名称のみで実態は和食にそぐわないものを提供する店が増えるという弊害も

生じた。これに対し、農林水産省は日本料理の調理技能認定制度を設け、和食文化の保護を行っている。この点から、無形

文化遺産を活用する際には、認知拡大の利点を生かすとともに、文化の保護を制度として設ける必要があることが示唆される。 

また、海外の事例として、2019年に登録されたモンゴルの「馬乳酒の伝統的な作り方と関連づいた慣習」がある。登録に向け

 
6 小室充弘,世界遺産を活用した観光振興のあり方に関する研究, 運輸政策研究所 第35回 研究報告会 

https://www.jttri.or.jp/docs/no65-12.pdf
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た活動を契機に、失われつつあった伝統製法への支援が進み、伝統的な牛革容器（フフール）を用いた馬乳酒の製造が再開

された。登録後には、20世帯以上の遊牧民が生産に関わるようになり、文化継承と生活基盤の再構築が同時に実現している

7。これは無形文化遺産が単なる伝統文化の記録ではなく、地域コミュニティーのアイデンティティ再生と持続的経済活動の基盤

形成に寄与していることを示唆する。 

 また、無形文化遺産として登録され、その関連施設を建設したとしても必ずしも成功するわけではない。無形文化遺産に登

録されたフランスの食文化をテーマにしてリヨンでオープンした国際美食館は、歴史的建造物を活用した大規模なものであったが、

入場料も高く、体験内容は主に展示品の鑑賞や飲食にとどまっていた8。体験や物語性が十分に設計されなかった結果、来訪

者はその文化的意味を理解、共有しにくく、高い入場料を支払ってリピートする動機が生まれにくかったことが、1年たたずに閉鎖

することの一因となったと考えられる9。2022年に同館は再オープンしたが、その際にはフランスの伝統料理に注目した新たな展示

や参加や体験を重視した形に変更されている10。また、ベルギーのビール文化登録後にブリュッセルでオープンしたベルギー・ビール・

ワールドは2023年のオープン後から施設運営に苦戦していると報道されている11。しかし、無形文化遺産登録の前後で大きくベル

ギー産のビールの輸出量は大きく伸びている7ことから、ビール文化そのものの人気や知名度が不足しているわけではない。これらの

事例は、単に展示物や飲食するための博物館を整備するだけでは、無形文化遺産の魅力や価値を十分に伝えることが難しく、

来訪動機や消費行動につながりにくいことを示している。来訪する人たちがその魅力や価値を主体的に体験し、リピートしたくな

る活用方法が重要であると考えられる。 

 

 
7 国際開発センター, 「海外のユネスコ無形文化遺産（酒類関係）」に関する調査業務報告書 
8 https://www.saveur.com/story/travel/food-museum-in-france/ 
9 https://lyon-saveurs.fr/lyon-coup-de-tonnerre-la-cite-de-la-gastronomie-ferme-ses-portes/ 
10 https://traveltrade.lyon-france.com/en/discover-lyon/activities-and-leisure/culinary-visits/the-international-city-of-gastronomy 
11 https://www.thebulletin.be/disappointing-start-belgian-beer-world 

https://www.nta.go.jp/taxes/sake/koujikin/pdf/0022004-077_01.pdf
https://www.saveur.com/story/travel/food-museum-in-france/
https://lyon-saveurs.fr/lyon-coup-de-tonnerre-la-cite-de-la-gastronomie-ferme-ses-portes/
https://traveltrade.lyon-france.com/en/discover-lyon/activities-and-leisure/culinary-visits/the-international-city-of-gastronomy
https://www.thebulletin.be/disappointing-start-belgian-beer-world
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注：店舗数については、データのある 2010、2013、2015、2017、2019、2021、2023 年のみ記載 

出所：農林水産省資料から三井物産戦略研究所作成  

 

3-3. 無形文化遺産のさらなる活用について 

その国に住む人が大切にしてきた文化は、外国人にとっても深い体験価値の源泉となり得る。外務省が実施した海外におけ

る対日世論調査12においても、「和食」や「生活様式、考え方」、そして、「建築」などへの関心が高いことがわかる（図表5）。

和食や生活様式に関わる無形文化遺産や建築に関わる世界遺産といった文化同士を結びつけることが重要であり、日本遺

産の活用が期待できる。日本遺産はその歴史的経緯や地域の風土に根ざした伝承、風習などを踏まえたストーリーの下に有

形・無形の文化財をパッケージ化しており、この枠組みの中に無形文化遺産、世界遺産を組み込むことができる（図表6）。点

在している世界遺産・無形文化遺産をストーリーとしてつなぐことにより、遺産の価値そして日本文化への理解が深まり、体験価

値を高めることが期待できる。このためには、観光客がストーリー性を容易に理解できる導線（多言語解説、地図、推奨順序、

関係資源のつながりの提示）が重要である。 

また、観光客がスーベニア13を購入する理由は、観光旅行の「記憶」、旅行へ行った「証拠」、そして、他人に贈る「ギフト」の3つ

が重要であり、写真やポストカード、地元の風景画等の人気が高く、お土産は記憶を思い出すための手助けとして機能し、さらに

それが真実である真正性を持つことが重要視されている14。さらに、日本国内での調査においても、観光客がお土産に求めるもの

として、記憶を保存する側面となる経験や思い出となることが重要であること、そして、真正性の中でも地域制を重要視すること

 
12 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/culture/pr/yoron.html 
13 Souvenirの日本語訳ではお土産であるが、英語圏においては思い出、記念品の意味が強く、日本の「お土産」が持つ他者への贈答品とし

ての意味が薄いため、本文では別の言葉として記載。 
14 Wilkins Hugh, “Souvenirs: What and Why We Buy”, Journal of Travel Research. 50(3), pp.239-247(2011) 

図表4：無形文化遺産登録後の日本産の農林水産物の輸出額の変化

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/culture/pr/yoron.html
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が判明している15。これらの研究から、観光においては体験そのものに加えて、体験したという記憶を残し、真正性を持って他者と

共有できることが重要であることを示唆している。このため、無形文化遺産の活用においては「体験の記憶と真正性の証明」が

重要である。 

加えて、無形文化遺産は場所や開催時期が限定されるものが多く、観光客が体験機会を得られない場合があることから、

「機会損失の補てん」も重要な観点となる。これらの2点についてはデジタル技術の活用が有効であると考えられる。 

 
15 鈴木 涼太郎, 花井 友美, 金 振晩, “観光客はおみやげに何を求めているのか？ -Web調査による基本要素の抽出-“, The Tourism Studies: 

Journal of Japan Institute of Tourism Research, Vol.35, No.1, pp.65-78 (2023). 
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図表5：海外における対日世論調査結果まとめ

Q 以下の日本に関する項目のうち、どれに関心がありますか。（複数回答） 

インドネシア カンボジア シンガポール タイ フィリピン ブルネイ ベトナム マレーシア

生け花、茶道、書道 43% 26% 19% 33% 41% 16% 50% 30%

伝統芸能、伝統音楽 56% 40% 19% 35% 45% 43% 41% 39%

文学、俳句 37% 34% 17% 30% 50% 34% 25% 27%

相撲、武道 52% 36% 22% 33% 37% 26% 41% 33%

盆栽 39% 33% 17% 24% 38% 41% 35% 40%

アニメ、漫画、ゲーム、コスプレ 78% 47% 48% 64% 69% 60% 62% 55%

ポップ音楽（J-POP） 41% 27% 26% 25% 31% 22% 19% 31%

ファッション（含む着物） 52% 34% 25% 47% 38% 51% 39% 46%

映画、ドラマ 59% 36% 45% 39% 50% 49% 45% 52%

和食 82% 63% 83% 83% 87% 69% 82% 83%

建築 45% 52% 23% 44% 63% 57% 51% 45%

生活様式、考え方 62% 49% 52% 57% 76% 82% 64% 63%

ラオス インド 豪州 英国 フランス ドイツ イタリア ハンガリー

生け花、茶道、書道 33% 52% 29% 32% 34% 24% 37% 30%

伝統芸能、伝統音楽 37% 49% 28% 31% 20% 22% 32% 23%

文学、俳句 15% 42% 24% 27% 22% 19% 31% 24%

相撲、武道 32% 54% 28% 28% 25% 28% 21% 20%

盆栽 15% 39% 46% 32% 32% 34% 38% 41%

アニメ、漫画、ゲーム、コスプレ 37% 63% 29% 37% 41% 29% 36% 23%

ポップ音楽（J-POP） 24% 34% 16% 18% 13% 14% 8% 11%

ファッション（含む着物） 29% 47% 29% 37% 26% 27% 22% 24%

映画、ドラマ 20% 54% 31% 31% 28% 22% 26% 26%

和食 57% 64% 81% 73% 79% 74% 59% 69%

建築 16% 47% 43% 43% 30% 44% 41% 43%

生活様式、考え方 50% 58% 69% 65% 57% 73% 65% 72%

エジプト ヨルダン
サウジ

アラビア
チュニジア

アラブ

首長国連邦
イラン トルコ 平均

生け花、茶道、書道 44% 39% 57% 52% 51% 69% 62% 28.3%

伝統芸能、伝統音楽 44% 25% 42% 46% 42% 53% 35% 26.5%

文学、俳句 41% 39% 55% 45% 45% 49% 34% 24.0%

相撲、武道 51% 45% 62% 73% 56% 68% 71% 29.5%

盆栽 31% 31% 30% 36% 26% 71% 37% 25.2%

アニメ、漫画、ゲーム、コスプレ 53% 50% 63% 64% 63% 75% 52% 37.5%

ポップ音楽（J-POP） 35% 23% 29% 35% 28% 30% 23% 17.6%

ファッション（含む着物） 45% 42% 57% 61% 54% 51% 41% 28.9%

映画、ドラマ 50% 45% 58% 57% 57% 67% 54% 31.4%

和食 56% 45% 56% 50% 58% 51% 49% 48.6%

建築 58% 63% 80% 85% 78% 82% 75% 37.8%

生活様式、考え方 62% 67% 77% 82% 77% 79% 70% 47.9%

注：対象は「日本に関してもっと知りたいと思う分野はどれですか。（複数回答）」の問いに対し「文化」を選んだ人。ASEAN、インド、豪州は令和 5 年度
調査、それ以外は令和 6 年度調査。黄色は各国で最も高い数値、青は 2 番目に高い数字を示す 

出所：https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/culture/pr/yoron.html（2025 年 12 月 5 日最終アクセス）から三井物産戦略研究所作成 

 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/culture/pr/yoron.html
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第一に、体験の記憶と真正性の証明についてである。形のない体験は記憶にしか残らないため、従来は先に挙げたように土

産物としての写真、ポストカード、風景画などがその証明を担ってきた。この機能をデジタル上で代替・進化させる手段として、真

正性の証明が可能となるブロックチェーンを用いたNFT（非代替性トークン）の活用が有効である。例えば「ECHIZENクエスト」の

ように体験後の記念コインの発行（図表7）を通じて体験を可視化できれば、観光客がどのようなストーリーを体験したかが記録

され、証明できるようになる。さらに、一部の地域だけでなく、日本中のどの観光地でも一定のフォーマットで得られることになれば、

コレクション性から近隣の観光地周遊の動機付けにもつながることが期待できる。 

図表6：無形文化遺産、世界遺産および日本遺産の関係

出所：各種資料から三井物産戦略研究所作成 

出所：https://www.jtbcorp.jp/jp/newsroom/2025/10/07_jtb_nft_dx.html（2026 年 1 月 14 日最終アクセス） 

図表7：ECHIZENクエストの概要

https://www.jtbcorp.jp/jp/newsroom/2025/10/07_jtb_nft_dx.html
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第二に、機会損失の補てんについてである。和食や伝統芸能であれば年間を通して体験することが可能であるが、祭礼など

は開催時期が限られるため、観光客が体験できないケースが多い。これを補うため、VR（仮想現実）やAR（拡張現実）など

の技術が重要となる。例えば、青森市では、VRでねぶた祭を体験できる仕組みを設けており（図表8）、こういった技術を活用

することで年間を通しての体験につなげることが可能となる。また、これらの技術は旅行前の事前の学習や、旅行後の記憶の思

い出しにも有効であり、体験の価値の向上に寄与することが期待される。将来的にはFully Immersive VR（完全没入型仮想

現実）の実現により、さらに没入感が増すことで体験性の向上も可能となる。 

 

 

出所：https://www.youtube.com/watch?v=AXfP97hmGbQ（2026 年 1 月 14 日最終アクセス） 

 

上記の検討に際しては、世界遺産や無形文化遺産といった世界的に知名度が高い遺産を有効に活用することで入り口とし

ての効果が得られやすいと考えられる。そのため初期段階では、無形文化遺産、世界遺産、日本遺産がそろっている地域を対

象に展開することで、個人の関心に沿ったストーリーに接続しやすくなり、より高い効果が期待できる（図表9）。 

 

図表8：VR青森ねぶた祭

https://www.youtube.com/watch?v=AXfP97hmGbQ
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注：和食などの地域に縛られないものは無形文化遺産の項目からは除外して作成 

出所：各種資料から三井物産戦略研究所作成 

3-4. 今後の展開 

無形文化遺産の登録による知名度の向上は地域の経済活動を活性化させるポテンシャルがある。これまでは無形文化

遺産や日本遺産は不動産である世界遺産と比較してアピールしにくいという課題があったが、NFTやVRといった新しい技術

の進展により、活用への道が広がりつつある。今後は、無形文化遺産、世界遺産、日本遺産をストーリーで統合し、観光、

地域振興に活用していくことでさらなる地域活性化とその地域の文化の継続が期待できる。 

また、無形資産の活用の手法としてAIエージェントの活用も期待される。個人の関心や興味に基づいてストーリー生成や

旅の日程の提案が可能となれば、文化への理解を深めることによる体験の質の向上とともに、近隣への導線誘導による周

遊促進を期待できる。さらに、混雑場所や時期を避ける提案を行うことで、一部の観光地への集中が抑制されオーバーツーリ

ズム対策にも寄与しうる。 

現在、日本の無形文化遺産として「神楽」「温泉文化」「書道」などの新たな登録や既存の拡張登録に向けた動きが進

んでおり、これらの新規登録とテクノロジーを掛け合わせた高度な無形資産の活用による日本文化の維持・発展に期待した

い。 

図表9：日本における各種遺産の分布
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4. 「無形資産」としての生物多様性における消費者との共創（野崎） 

4-1. 課題は何か？ 

第4章では、無形の資産として、自然資本の一つである生物多様性を取り上げる。World Economic Forum（WEF）

が、2020年に発表したレポート16によれば、世界のGDPの半分以上が自然に依存、ネイチャーポジティブ17経済への移行によ

り年間で10兆ドルのビジネス価値を生み出す可能性がある。WEFの提言のように、多くの企業においてビジネスが自然に依

存している以上、ネイチャーポジティブなビジネスへの変革を進めるのは当然のことのように考えられる。ところが実際には、生

物多様性に関する取り組みはビジネスという機会と相反するという意見も見られるのが実情だ18。一方で、一般消費者を対

象にした内閣府の世論調査19によれば、環境保全の取組は経済発展につながる、もしくは発展を阻害しないと答えた回答

者の割合は、70.8％と高い。回答者の立場や知識も異なると予想されることから、単純に2つの調査結果を比較することは

できないが、利益にならないと考える企業と、消費者側の意識にはギャップがあると推測できる。このギャップをビジネス機会

と捉え、ネイチャーポジティブなビジネスへの変革を進めようとする企業は、どのように消費者と共創していくべきか、考える必

要があるだろう。 

技術的な観点からは、生物多様性は、そもそも把握すること自体が難しい。森林や草原といった生態系の多様性から、

それが持つ機能、さらには、遺伝子といった、目で見ても分からない範囲までを含むからだ（図表10）。それゆえ、自社サプ

ライチェーンやビジネスに係る生物全てを把握しようとすることは現実的ではない。また一方で、消費者側からも、生物多様性

という概念は具体性に乏しく理解しにくい面がある。 

このように把握することが難しい生物多様性の保全・回復に対する価値を、どのように消費者にとっての価値に変換し、共

創するという状況を生み出すことができるか、が課題となる。 

 
16 World Economic Forum 
17 ネイチャーポジティブとは、経済活動などにより損なわれた自然の損失を食い止め、回復させることを指す。環境省、ネイチャーポジティブ | ecojin

（エコジン）：環境省 
18 「企業の生物多様性への取組に関するアンケート結果＜2024年度調査＞」 生物多様性民間参画パートナーシップの活動実績について、

経団連が2024年に実施したアンケート調査では、生物多様性に関する取り組みにおける課題として、334社中54社が「事業利益に貢献しない」

と回答しており、「経営層が必要と考えていない」（12社）や、「投資家の要望・ニーズがない」（22社）や「顧客の要望・ニーズがない」（35社）

よりも多い割合となっている。 
19 「環境教育に関する世論調査」（令和７年９月）概略版 

出所：各種資料から三井物産戦略研究所作成 

https://www.weforum.org/publications/new-nature-economy-report-series/
https://www.env.go.jp/guide/info/ecojin/eye/20240214.html
https://www.env.go.jp/guide/info/ecojin/eye/20240214.html
https://keidanren-kncf.sakura.ne.jp/kncf/wp/wp-content/uploads/%E4%BC%81%E6%A5%AD%E3%81%AE%E7%94%9F%E7%89%A9%E5%A4%9A%E6%A7%98%E6%80%A7%E3%81%B8%E3%81%AE%E5%8F%96%E7%B5%84%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%82%B1%E3%83%BC%E3%83%88%E7%B5%90%E6%9E%9C%EF%BC%9C2024%E5%B9%B4%E5%BA%A6%E8%AA%BF%E6%9F%BB%EF%BC%9E.pdf
https://survey.gov-online.go.jp/202509/r07/r07-kankyokyoiku/gairyaku.pdf
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4-2. 可視化技術の進化 

生物多様性の可視化に関する取り組みは、少しずつ進歩している。主な生物多様性可視化技術について図表11に示

す。バイオテクノロジーや、AI、ロボットといった先端技術が本分野に活用されることで、より効率的に生物多様性の可視化を

することができるようになっている。 

 

*TRLは、Technology Readiness Levelで技術成熟度の意味で、9に近づくほど実環境で近い形で実証されている。 

出所：各種資料から三井物産戦略研究所作成 

Googleは、2025年に「AI for Nature」20というレポートを世界資源研究所（World Resource Institute, WRI）と共に

発行した。生物多様性が急激に減少していくなかで、AIが自然のモニタリングなどにおいて貢献できることについて書かれてい

る（図表12）。例えば、生物音響は、鳥類や両性類などさまざまな生物の発する音を録音、その種を同定する技術である。

従来は、さまざまな音が重なりあっている音声データを人が確認していたが、AIを用いることで効率的に種の同定を行うことが

できる21。Microsoftは、2024年にSPARROW22という、衛星による生物多様性モニタリングサービスを発表した。太陽光発

電により、カメラやマイクから生物多様性に関するデータを収集し、現場でAIにより解析され、データが低軌道衛星を通じてク

ラウドに送信される。これにより、生物多様性をモニタリングしたい研究者は、遠隔にいる場合でも、貴重な生物多様性デー

タにアクセスすることができる。 

 
20 AI for Nature. How AI can democratize and scale action on nature - Google Sustainability 
21 https://deepmind.google/blog/mapping-modeling-and-understanding-nature-with-ai/ 
22 「SPARROW」の発表: 地球上で最も遠隔地における生物多様性を測定、保護する革新的な AI ツール - Japan News Center 

https://sustainability.google/reports/google-2025-AI-for-Nature/
https://deepmind.google/blog/mapping-modeling-and-understanding-nature-with-ai/
https://news.microsoft.com/ja-jp/2024/12/24/241224-announcing-sparrow-a-breakthrough-ai-tool-to-measure-and-protect-earths-biodiversity-in-the-most-remote-places/?msockid=097f76c1032465302322657502a7647e
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出所： 

（左）https://sustainability.google/reports/google-2025-AI-for-Nature/ （最終閲覧日 2026 年 1 月 21 日） 

（右）https://blogs.microsoft.com/on-the-issues/2024/12/18/announcing-sparrow-a-breakthrough-ai-tool-to-measure-and-

protect-earths-biodiversity-in-the-most-remote-places/ （最終閲覧日 2026 年 1 月 21 日） 

 

非営利団体である（米）XPRIZEは、2019年から2024年にかけて熱帯雨林の生物多様性を評価する技術について、

賞金1000万ドルのコンペティションを開催した23。そこで検討された技術は、自律型ドローン、生物音響、LiDAR、マルチスペ

クトル/ハイパースペクトルセンサー、環境DNA、RGBカメラ、捕獲トラップがある。優勝した（米）Limelight Rainforestは、

ドローンや機械学習といった技術を用いることで効率的に生物多様性データを収集できることを示した。 

急速に進歩するAIは、生物多様性においても可視化や、さらには生物多様性が持つ複雑さを理解するための重要なツー

ルとして認識されつつある。また、AIの役割は単純に生物多様性の可視化にとどまらず、専門家ではない一般市民によるデ

ータの収集にも広がっている。 

4-3. 消費者と共創する事例 

生物多様性の可視化については、大企業だけではなく、専門家ではない一般市民も大きな役割を果たしている。一般市

民が専門家と協力しながら、データ収集などを行うことを市民科学といい24、各人が所有しているスマートフォンなどの端末を

通じて、写真や音声情報を収集する市民科学プラットフォームが立ち上がってきている。世界的な市民科学プラットフォームと

しては「iNaturalist」がある25。参加者は、生物の写真などの情報をアップロードすることで、他の参加者とコミュニケーションを

とることができる。さらに、データが研究グレードであると認められれば、地球規模生物多様性情報機構 （Global 

Biodiversity Information Facility, GBIF）といったデータ基盤に統合され、研究や環境保全活動などに役立てられることに

なる。日本ではバイオーム社が、いきものコレクションアプリ「Biome」の開発、運営を行っている26。同社のアプリは、ユーザーが

植物や昆虫などを撮影すると、AIが種を判別、位置情報とともに記録する。特徴としては、生物調査を行う「いきものクエス

ト」や「いきものSNS」という、生き物好きをつなぐコミュニティーなど、エンターテインメント機能を有している点だ。一種のゲームと

 
23 XPRIZE Rainforest Competition Page | XPRIZE Foundation 
24 SciStarter - SciStarter 
25 https://www.inaturalist.org/ 
26 いきものコレクションアプリBiome - 株式会社バイオーム 

https://sustainability.google/reports/google-2025-AI-for-Nature/
https://blogs.microsoft.com/on-the-issues/2024/12/18/announcing-sparrow-a-breakthrough-ai-tool-to-measure-and-protect-earths-biodiversity-in-the-most-remote-places/
https://blogs.microsoft.com/on-the-issues/2024/12/18/announcing-sparrow-a-breakthrough-ai-tool-to-measure-and-protect-earths-biodiversity-in-the-most-remote-places/
https://www.xprize.org/competitions/rainforest
https://scistarter.org/
https://www.inaturalist.org/
https://biome.co.jp/products/biome-app/
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して、市民を巻き込んだ形の生物多様性データベースが構築されつつある。 

生物多様性といった環境価値を消費者と共創している企業としては、海藻養殖に取り組む（日）シーベジタブル27があ

る。日本における海藻生産量は減少傾向にある。磯焼けと呼ばれる海の砂漠化が進んでいるためだ。磯焼けは天然に生え

ていた海藻類がウニや魚などにより食べ尽くされてしまうことにより発生するが、複合的な原因によるものと考えられている。同

社は、これまで養殖方法が確立されていなかった種類の海藻に対しても養殖方法を確立している。 

海藻養殖に取り組むことは、海洋の生物多様性の保全・回復にもつながる。（日）一般社団法人グッドシーが発表した

レポート28によれば、海面養殖により、海面養殖を行っていない海域と比較して、最大36倍も魚の量が増えたことを報告して

いる。また、本レポート内では、海藻が及ぼす健康面や環境面へのポジティブな発信は、海藻を食べたいという消費者の意

欲を向上させることが示唆されている。 

東京・八重洲に、シーベジタブル初となる飲食店を設置するためのクラウドファンディング29を行ったところ、開始からわずか

な期間で目標額の15倍もの金額が集まるなど、消費者との共創という観点から順調にファンを増やしていることがうかがえる

（図表13）。同社は、消費者だけではなく、興味を持つ企業と一緒にビジネスアイデアを考えるというCo Creation 

Project30も行っている。参加企業は、金融機関や不動産デベロッパー、小売業、大手メディアなど多岐にわたる。生物多様

性という大きな問題に対し、企業や業種の垣根を越えて、新たなビジネスモデルを探っていくという取り組みが新たに始まって

いる。 

 
27 https://seaveges.com/ 
28 PRINT_GOOD SEA Future Report.pdf - Google ドライブ 
29 世界の星付きレストランが注目！海藻ベンチャー＜シーベジタブル＞初の常設店OPEN｜マクアケ - アタラシイものや体験の応援購入サービス 
30 SEA VEGETABLE Co Creation Project | 合同会社シーベジタブル – SEA VEGETABLE COMPANY 

出所：https://www.makuake.com/project/seavege-stand/ （最終閲覧日 2026年1月21日） 

https://seaveges.com/
https://drive.google.com/file/d/1uyMROAAbvuHlXq1WnDrDaGjpD46DktjS/view
https://www.makuake.com/project/seavege-stand/
https://seaveges.com/pages/co-creation-project
https://www.makuake.com/project/seavege-stand/
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4-4. まとめと展望 

 

事業利益に貢献しないとの意見もあるが、iNaturalistやBiomeといった市民科学プラットフォームを使い、そこにエンターテ

イメントともいえる面白さ、楽しさを付け加えることで、気軽に専門家以外の市民も環境保全活動に参加できるようになって

いる点に着目すべきだろう。企業が主導する生物多様性の保全活動であっても、その活動への理解を深めることにつながる。

活動に参加した市民は、同時に消費者でもあり、自社のビジネスに対するファンを増やす機会であるとも捉えることができる

（図表14）。また、シーベジタブルのように、企業同士を連携させて課題を共有、新たなビジネスモデルを構築する仲間づく

りにつなげようとする動きも出てきており、どのように発展していくか興味深い。 

生物多様性といった大きな社会課題に挑戦するために、企業（≒生産者）と消費者との距離感を適正に見定めつつ、

他産業の企業とも連携しながら新たなビジネスモデルを構築していくことが今後重要となるだろう。 

 
31 Gemini 2.5 ProやGPT-5などのモデルを指す 

生物多様性は、前述のように把握することが難しい一方で、AIといった技術の進展と、市民科学プラットフォームの拡大

により、可視化が進んできている。GoogleとWRIの「AI for Nature」で述べられているように、AI自体の進化は凄まじく、そ

の能力は同レポートが作成された時点よりも、さらに高くなっている31。加えて、大学在学中の全期間において大規模言語

モデルを利用できた最初の学生が2026年から卒業を迎えていくなど、AIに深い知見を有する学生や研究者が今後増えて

いくことが予想されており、本分野での研究は飛躍的に進む可能性がある。 

 

出所：各種資料から三井物産戦略研究所作成 

いのち繋がる！ みゃくみゃくいきものクエスト - 株式会社バイオーム（最終閲覧日 2026 年 1 月 22 日） 

SEA VEGETABLE Co Creation Project | 合同会社シーベジタブル – SEA VEGETABLE COMPANY（最終閲覧日 2026 年 1 月 22 日） 

https://biome.co.jp/myaku-myaku-ikimono-quest-2023/
https://seaveges.com/pages/co-creation-project
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5. 知財外部化戦略のインパクト（石黒） 

近年、企業が保有する知的財産（IP）を外部の組織や投資家と連携して活用する「知財の外部化」が注目されている。

知財を自社技術や事業を模倣から守るための防御的な保護手段にとどめるのではなく、事業創出・資金調達などのための

経営資源として位置付けるこの戦略は、以前から企業の資産活用手法の一つとして存在していた。そして、このアプローチは

特許などの知的財産権に限らず、ブランド・データ・ノウハウといったより広義の無形資産にも広がりつつあり、企業が保有する

無形資産を価値化・流通させるさまざまな取り組みが注目され始めている。 

従来、特許は自社の競争優位性を守るための防御的な資産と考えられていたが、グローバル競争や技術革新のスピード

が増す中で、知財を積極的に外部と共有・連携し、オープンイノベーションを推進する企業が目立ってきている。製薬業界で

は、（米）Bristol-Myers Squibb（以下、BMS）が自己免疫疾患領域の治療薬に関する特許を切り出し、投資ファン

ド（米）ベインキャピタル主導の3億ドルの資金調達により新会社を設立した。BMSは新会社の株式を一部保持しつつ、ロ

イヤルティーによる収益を得られる仕組みである。本邦の化学業界では、（日）三菱ケミカルと（日）UBEが設立した合弁

会社（日）MUアイオニックソリューションズが、電池性能を向上させる独自技術「MP1 Technology」に関する特許を国内

外の電池メーカーにライセンス供与し、グローバル展開を加速している（図表15）。  

製造業以外でも、特許の外部化による活用が進んでいる。音楽エンターテインメント大手の（米）Universal Music 

Group（以下、UMG）は、特許開発・管理・ライセンスを専門とする（米）Liquidax Capitalとの提携を2025年7月22

日に発表した。両社は、音楽に関連するAI技術の特許ポートフォリオを拡充し、本提携により新設された（米）Music IP 

Holdings社を通じて、グローバル市場へのライセンス展開を計画している。 

さらに、総合商社が知財保有者の知財外部化を促す主体となる事例も登場している。（日）兼松は、山形大学が発

明した「球状歯車機構」に関する特許ライセンスを取得し、2025年に歯車メーカーの（日）ニッセイとサブライセンス契約を

締結した（図表16）。この機構は、X・Y・Z軸の回転を無制限に可能とする自由度の高い歯車で、ロボット関節や医療機

 

出所：afif / stock.adobe.com、三菱ケミカルプレスリリースから三井物産戦略研究所作成 

図表15： 特許活用によるグローバル展開加速​
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器など多様な分野への応用が期待される。さらに今後は、例えば、スタートアップとの協業や、知財ファンドを活用した資金

調達、大学や研究機関との共同研究なども考えられるだろう。 

このような知財外部化の動きは、新規事業の創出や産業の活性化、さらには医療・環境・教育といった社会課題の解決

にもつながる可能性がある。特許を「経営資源」として位置付け、データやブランド、アルゴリズムなどの無形資産を含めて統

合的に活用することで、企業の成長と社会的価値の創出を同時に実現させることも期待される。 

 

また、NFT（非代替性トークン）を活用したIPの新展開の動きも目立つ。NFTはブロックチェーン技術を用いてデジタル資

産の唯一性や所有権を証明できる仕組みで、アートやゲームの分野で広く活用されている。しかし、最近ではデジタルコンテン

ツを中心とするIPの世界にもNFTの波が押し寄せている。 

例えば（日）ソニーと（日）メルカリは2025年8月、NFTを活用したIP管理や流通の新たな取り組みを発表した。ソニー

傘下の（星）Sony Block Solutions Labsが開発したブロックチェーン技術「Soneium」を基盤に、メルカリのプラットフォーム

上でアートやトレーディングカードなどのNFT販売が開始された。両社は、さまざまなIPに関するNFTやデジタルコンテンツ関連サ

ービスの開発・供給促進および新たなエコシステム構築へ向けた連携を目指しており、月間2300万人ものユーザーを持つメル

カリと、ソニーの技術やIP資産が融合する新たなデジタル経済圏の形成が期待される。デジタルコンテンツなどの無形資産を

NFT化し、透明性の高い取引や権利管理が可能になる。NFTを使うことで、IPのライセンスや売買、二次流通までをスマート

コントラクトで自動化できるため、従来の煩雑な契約手続きや権利帰属の問題を大幅に軽減できる。また、（日）カルビー

は2025年4月17日にブロックチェーン技術を活用したIP管理プラットフォーム「かるれっと」を発表した。このプラットフォームは、

外部クリエーターの与信管理やライセンス業務を簡素化し、IP事業の効率化を目指すものである。「かるれっと」は分散型ID

（DID）とブロックチェーン技術を基盤とし、IPの発行・所有・移転・利用履歴をデジタル証明書として記録・共有でき、クリ

エーターが制作したデザインを迅速かつ容易にライセンス展開することが可能となる。 

NFTは出版や音楽、観光などの分野でも活用が進んでいる（図表17）。（日）集英社は人気漫画作品をNFT化し、

所有履歴をブロックチェーン上に記録することで著作権管理の効率化を図っている。音楽業界では、NFT音源の配布により

 

出所：兼松プレスリリース、各種情報から三井物産戦略研究所作成 

図表16：商社が知財の主体となる事例も登場​
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二次流通時のロイヤルティー自動分配を実現しているほか、第3章でも述べたように、観光分野では、地域周遊サービスに

NFTスタンプラリーを導入し、旅の記念や地域理解の促進に活用されている。NFTはIPの価値をグローバルに可視化し、資産

としての流動性を高める役割も果たし、これにより、IPを担保とした新たな資金調達や、スタートアップへの投資促進、さらに

は個人クリエーターの収益化支援など、多様なイノベーションが生まれている。 

さらに今後は、AIエージェントや分散型技術を組み合わせた新しい仕組みの登場により、知財をはじめとする無形資産の

価値創造がさらに加速することも想定される。例えば、AIエージェントによる知財流通の自動化が挙げられるだろう。AIが特

許や著作権の内容を解析し、最適なライセンス先や投資家をマッチングする「知財マーケットプレイス」が構築される可能性が

考えられる。さらに、スマートコントラクトと連動することで、契約締結からロイヤルティー分配までをリアルタイムで処理できるこ

とで、取引コストの大幅削減が期待でき、データやアルゴリズム、ブランド価値など広義の無形資産の統合管理の重要性が

高まることも想定される。企業が保有するIP、AIモデルやデータセットなどの無形資産を評価・流通させる仕組みが整備され

れば、従来の単なる防御策から事業創出の起点へと大きく進化する。 

こうした動きにより、知財は「守る資産」から「攻める資産」へと変貌し、企業が知財を軸にした新しいビジネスモデルを構築

できる時代が到来している。AIやブロックチェーンなどの最新技術が融合することで、無形資産の価値や活用はさらに高まり、

社会課題解決と経済価値創出を同時に実現する未来が見えてくる。 

6. 今後の展望 

無形資産の価値は、企業が一方的に定義・管理することで生まれるものではなく、社会との関係性の中で形成され、時

間をかけて育っていく。本レポートで取り上げた共創資産、無形文化遺産、生物多様性、知財の外部化はいずれも、無形

資産が固定的な資源ではなく、社会的プロセスの中で価値化される存在であることを示している。 

今後は、NFTやAIといったデジタル技術を無形資産の価値形成を支える媒介として適切に組み合わせていくことが重要と

なる。NFTは関与や履歴といった無形の要素を社会に開く手段となり、AIはそれらの蓄積から価値形成の兆しや変化を捉

える補助的な役割を果たし得る。一方で、技術そのものが価値を生むわけではない。無形資産が育つ文脈を理解し、社会

とのつながりを設計し続ける姿勢こそが、企業の持続的な競争力を左右すると考える。 

 

 

出所：各種情報から三井物産戦略研究所作成  

図表17：NFT活用事例
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